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31．研究の目的と問題の所在
本稿の研究目的は、幼児期の教育（幼稚園、
幼保連携型認定こども園、保育所）と小学校教
育とのかかわり（関連）について、教育課程の
編成を中心にみていくことである。幼児期の教
育と小学校教育との接続のあり方への関心が、
近年、高まっており、その中心的な問題は教育
内容の連続性という問題であろう。言いかえる
と、幼児・児童の視点に立った学びの連続性と
して理解される問題である。幼児期の教育と小
学校教育の連携や交流、すなわち、その接続を
どのように図るかという問題を考える場合に
は、幼児・児童の学びを中心においた論議が不
可欠であり、それを中心においた制度的枠組み
の構築でなければならない。
こうした問題意識から、第 1に、幼児期の教
育と小学校教育とのかかわりのあり方につい
て、接続、連携、交流などの視点ないし用語で
捉えた論考を参考にしながら、そこでどのよう
なことを中心的な課題ないし問題と捉えている
かについてまずみておく。第 2に、幼児期の教
育を担う幼稚園等の教育課程編成の際の国の基
準である幼稚園教育要領、幼保連携型認定こど
も園教育・保育要領及び保育所保育指針を取り
上げる。同様に、小学校教育における教育課程
編成の際の国の基準である小学校学習指導要領
を取り上げる。そして、両者の立場から、どの
ように連携、交流、接続等の在り方を示してい
るかについてみていく。第 3に、小学校におけ
る教育課程の実施にかかわり、実践事例として
今治市日高小学校と日高保育所で行われた実践
を取り上げて（以下 A校と略称）、連携や交流
の諸活動の実態を理解する。
2．幼児期の教育と小学校教育の関連
学校教育の制度を時系列でみれば、幼児期の
教育と小学校教育との関連或いは接続の問題へ
の関心が高まってきたのは、古いことではない。
例えば、学校教育は大学にはじまり、大学に入
るために準備教育機関として高等学校、中学校
へと下降的に制度化された歴史な経緯がある。
他方、産業革命が起きた 18～ 19紀になると、
欧米を中心に国家により義務教育制度が創設・
整備されはじめた。わが国では、近代国家を目
指し、明治 5年に学校制度を創設した。義務教
育制度を担う尋常小学校を創設し、その後、経
済規模の拡大と共に、中等教育機関としての中
学校、高等女学校、実業学校、そして、高等教
育機関である高等学校、専門学校を整備して
いった。最高学府と呼ばれる大学への進学者は、
国家や産業界の要請により次第に増加した。つ
まり、わが国の学校制度は、歴史的には、義務
教育を担う尋常小学校から上に向けて発展した
制度の色彩が強い。この経緯から、幼児期の教
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育機関である幼稚園における教育の内容や方法
が、小学校教育との関連を図るといった視点は
当初は考慮されなかった。
確かに、1945（昭和 20）年の太平洋戦争の
敗戦に至るまでの時期（戦前）、幼稚園教育は
多くの子どもにとっては無縁のものであった。
戦後になっても、当初は、幼稚園が設置されて
いる地区でも、1年間ほど通う、小学校教育へ
の就学の準備期間といった程度の意味に受け取
られていた。
例えば、中野重人は、幼・小の関連を論じた
論考の中で、「幼稚園は遊ぶところ、小学校は
勉強するところ（p.99）」という考えに象徴さ
れるのではないかと捉え、小学校と幼稚園の発
足（小学校が明治 5年、幼稚園が明治 9年）以
降、1989（平成元）年の小学校学習指導要領と
幼稚園教育要領の同時改訂の時期に至るまで
は、ほとんど両者の教育の間には関連性はな
かったと捉えている。その理由は次のようであ
る。義務教育機関として国家の強い要請に応え
てきた小学校は、教育の基本的枠組みとも言え
る教科中心の教育課程と教師主導の一斉指導に
よる「そろえる」授業方式を特徴としてきた。
他方、幼稚園は、比較的自由な教育内容や遊び
を中心とした環境構成の重視、遊びを通しての
総合的指導を特徴としてきた。この特徴の違い
が両者の教育の違いを生みだしていた、と指摘
している１）。
また、秋山和夫は、戦前における幼稚園教育
と小学校教育の関連を検討するなかで、幼稚園
を不必要と考える学者の意見があったことを紹
介している２）。
幼児期の教育と小学校教育の連携への関心を
高めた要因は、1970年代以降の社会の変化で
あると考えられる。例えば、農林業を中心とし
た第一次産業就業者や零細な商業を中心とした
自営業従事者が減少するに比例し、勤め人とも
言えるサラリーマン家庭が増加していった。ま
た、家族形態にも変化が起き、三世帯家族が減
少する一方で、都市部では核家族化が進行した。
さらに、1980年代以降、男女共同参画型社会
の推進（女性の就業者数の増加）が図られた。
少子化（兄弟姉妹の減少、子どもの遊び仲間の
減少）や都市化の進行による地域の変貌は子ど
もの遊び空間を縮小していき、子どもの日常的
な生活にも大きな影響や変化をもたらすことと
なった。こうして、幼児期の子育ての環境は大
幅に変化していった。つまり、四六時中、家族
とふれ合うとか、家族や地域による保護を基本
とした子育ては、困難となってきた。
その結果、こうした社会変化の進行の中では、
幼児期の生活のし方、そして子育てのし方には
当然変化が起きてきた。つまり、幼稚園や保育
所が担う教育や保育、養護等の役割の重要性が
増したのである。子育て支援における幼稚園や
保育所への期待は高まり、幼稚園や保育所を経
ないで小学校へ入学する子どもはほとんど例外
的な存在となった。こうした変化の中で、21
世紀に入り、新たに幼保連携型認定こども園が
誕生することにもなる。
では、幼稚園等での幼児期の教育のなかみ（内
容）には、何が期待されているのだろうか。田
中亨胤他は、幼稚園教育の特徴を次のようにま
とめている３）。すなわち、「遊び」という自発
活動に基づき、豊かな生活経験を通して自我の
形成と生きる力の基礎を培うことをねらいとす
る。そこで重要なのが、幼児が主体的に環境に
関わることであり、教師による意図的・計画的
な環境による指導である。しかし、この特徴は、
小学校教育の特徴と同じだとは言えないとす
る。もちろん、小学校の教科の生活科をみると、
具体的な活動や体験を通した教育がなされてい
る。幼稚園も小学校もともに、教師による指導
が中心というよりも、体験を通して子ども自ら
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が学ぶという点は同じである。しかし、幼児期
の教育を担う指導者には、物的・空間的環境を
構成する役割と幼児と適切なかかわりを持つ役
割が強く期待される。他方、生活科をはじめ教
科中心に構成される小学校教育を担う指導者に
は、教授や指導といった役割のウエイトが大き
い。
こうした違いが、幼児期の教育と小学校教育
との関連への関心を高めることになった。例え
ば、林信二郎は、連携を考える際に重要な二つ
の点を指摘している４）。一つは、制度的に 3月
までは基本的には生活や遊びを中心とした生活
が、4月になると 45分を単位とした授業を受
けるようになること。この点では、この移行期
が子どもの発達の実情に合わせて、その活動形
態も学習内容も考えられなければならないと指
摘する。もう一点は、乳幼児期にふさわしい保
育（保護と教育）を行うことと同時に、次の段
階（小学校）への準備が含まれているべきだと
指摘する。つまり、林は、移行期には、幼児期
にふさわしい保育を通して、小学校以降の生活
や学習の育成につながることを目指す、という
二つの役割が同時に機能することを求めてい
る。つまり、教育や保育の場面での指導のし方
には、幼児期の教育と小学校教育との間には、
時間の区切り方や教室での活動のし方等に明確
な差異が存在している。しかし、移行期には、
幼児期の教育の良さを前提に、小学校教育への
適応を考慮することが重要だと指摘する。つま
り、幼児期の教育が保持する特徴や良さを前提
として、学習の連続性という課題にどう向き合
うかという指摘である。
ところで、90年代に入る頃から、幼児期の
教育と小学校教育との関連のあり方に、社会的
な関心がいっそう高まった。その関心の高まり
は学習の連続性をどう図るかという視点からだ
けではなかった。すなわち、マスコミ等で注目
された、90年代中頃に多発した小学校におけ
る「学級崩壊」という問題の出現である。そこ
での児童の問題は次のようなものである。教師
の指導に従わず、勝手な行動をする児童が出現
した。勝手な行動をとる児童のために、教師の
指示が徹底せず、教室における授業の遂行が困
難を極めるとか、学級秩序の崩壊といった事態
が起き、幼い児童によって引き起こされた問題
が社会的関心を集めた。「学級崩壊」というタ
イトルの番組も放送された。授業成立の要件た
る教室の秩序が壊れる状況がセンセーショナル
に報告された。「小 1プロブレム」という造語
さえ生まれた。
こうした事態の中で、小学校教育に携わる学
級担任教師が制御、統制できない子どもの行動
や意識に関心が高まり、どうしてこうした事態
が起きたのかの原因を問うなかで、安易に幼児
期の教育における遊びを中心とした指導の内容
や方法に原因を求める言説が生まれた。もちろ
ん、マスコミを通して関心が高まった「小 1プ
ロブレム」を、すべて幼児期の教育に原因であ
るといった証拠はない。
しかし、幼児期の教育と小学校教育の接続と
か、連携のあり方といった問題には、関心が高
まった。すなわち、幼児期の教育や保育を担う
保育者の指導の在り方と小学校教育を担う教師
の指導の在り方との間に、連続性や共通性、連
携や協力といった視点からの取り組みの必要性
がより要請されることとなった。
こうした問題をきっかけに、幼児期の教育と
小学校教育は別ものであるという考え方は消え
去り、教育内容面においても、すなわち、教育
課程の編成における連続性という視点も強く意
識されるようになった。もちろん、幼児期の教
育のよさを消して、小学校教育の内容や指導の
し方に適応する、合わせることを求める動きで
はない。双方の特徴やよさを前提に連携と交流
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を進める、といった捉え方、考え方である。幼
児期の教育の特徴は「遊びを通した総合的な教
育」であり、他方、「教科を中心とした教科教育」
が小学校教育の特徴であり、あくまでもこの違
いが連携や交流の前提である。もちろん、それ
ぞれの独自性を強調すればするほど、連携や交
流の取り組みは生まれにくい現状はある。
周知のように、1989（平成元）年の小学校学
習指導要領の改訂により、幼児期の教育との関
連を緊密にし、各教科等の内容の一貫性を図る
ねらいから、生活科が設けられている。
また、幼・小連携への関心が、制度面にも変
化を生んだ。2006（平成 18）年 12月には、学
校教育法の改正があった。改正までは、第 1条
で、「学校とは、小学校、中学校、高等学校、
大学、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚園と
する。」と記されていたが、次のように変更さ
れた。すなわち、「学校とは、幼稚園、小学校、
中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学
校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とす
る。」これにより、幼稚園の位置づけが、小学
校の前に置かれた。幼稚園の目的も同時に変更
となり、改正前の「幼稚園は、幼児を保育し、
適当な環境を与えて、その心身の発達を助長す
ることを目的とする。」から、改正後、「幼稚園
は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うも
のとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長
のために適当な環境を与えて、その心身の発達
を助長することを目的とする。」（同第 22条）
となった。つまり、幼稚園における「義務教育
及びその後の教育の基礎を培うもの」という役
割が学校教育体系上明確化されたのである。こ
の法改正以降、幼児期の教育と小学校教育との
連携は、教育課程の編成を中心に進められるこ
とになった。
3．学習指導要領と教育要領等における連携
小学校学習指導要領が 2017（平成 29）年 3
月 31日に改訂された。平成 30年度から移行措
置が実施され、平成 32年度から全面実施され
る。なお、前回の改訂は 2008（平成 20）年 3
月 28日であった。2年間の移行措置の後、平
成 23年度から全面実施されてきた。
今回の改訂では、たとえば、新しい時代に求
められる資質・能力を育むとか、社会に開かれ
た教育課程を編成するとか、知識の理解の質を
高めるとか、特別の教科である道徳科の教育の
充実を図るとか、体験活動を重視するとか、体
育・健康に関する指導の充実を図るなどを、特
に重視するとされている。
ところで、今回の改訂における関心や注目の
度合いは少し低いが、総則編の「第 3章　教育
課程の編成及び実施」に着目すると、「第 2節
教育課程の編成」の中で、次の 4つの項目を設
けている。「1.各学校の教育目標と教育課程の
編成、2.教科等横断的な視点に立った資質・能
力の育成、3.教育課程の編成における共通的事
項、4.学校段階等間の接続」。そして、その 1
つ「学校段階等間の接続」の中で、幼児期の教
育と小学校教育の接続を取り上げている。なお、
小学校教育と中学校等の教育との接続も取り上
げてはいるが、本節では幼児期の教育と小学校
教育の接続の問題に絞り、学習指導要領等にお
いて接続をどう捉えているかについて、最近の
2回の改訂を通してみていく。まず、平成 20
年告示を、次いで、平成 29年告示を取り上げる。
（1） 平成 20 年 3 月告示の学習指導要領等にみ
られる連携と交流
では、小学校と幼稚園等との連携と交流は、
どのように取り扱われているか。『小学校学習
指導要領解説総則編』をみると、第 1章総則の
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「第 4 指導計画の作成等に当たって配慮すべき
事項」において、指導計画の作成に関わっては
4項目をあげ、教育課程実施上の配慮事項に関
わっては 12項目をあげている。その 1つが、
接続に関する内容を含んだ、次の配慮事項であ
る５）。
「学校がその目的を達成するため、地域や学
校の実態等に応じ、家庭や地域の人々の協力を
得るなど家庭や地域社会との連携を深めるこ
と。また、小学校間、幼稚園や保育所、中学校
及び特別支援学校などとの間の連携や交流を図
るとともに、障害のある幼児児童生徒との交流
及び共同学習や高齢者などとの交流の機会を設
けること。（p.71）」（下線の記入は筆者）
また、第 3章の「教育課程の編成及び実施」
では、5つの節が設けられ、その第 5節の「教
育課程実施上の配慮事項」の中で、「家庭や地
域社会との連携および学校相互の連携や交流」
を取り上げ、解説を加えている。
しかし、71頁から 73頁にわたる解説の中で、
幼児教育との連携を記述した部分は少なく、次
のような記述である。
「幼稚園や保育所、中学校との間で相互に幼
児児童生徒の実態や指導の在り方などについて
理解を深めることは、それぞれの学校段階の役
割の基本を再確認することとなるとともに、広
い視野に立って教育活動の改善充実を図ってい
く上できわめて有意義であり、幼児児童生徒に
対する一貫性のある教育を相互に連携し協力し
合って推進するという新たな発想や取り組みが
期待される。（p.72）」（下線の記入は筆者）
連携を図ることで、小学校には幼稚園や保育
所での幼児の実態や指導のあり方についての理
解を深めることができる。他方、幼稚園や保育
所には小学校での児童の実態や指導の在り方を
理解できると捉えている。言いかえると、小学
校教育の中だけで子どもの実態や指導のあり方
を理解するだけでなく、幼稚園や保育所との連
携や交流といった広い視野からの理解を要請し
ているわけである。そして、こうした連携や協
力を推進すれば、「新たな発想や取り組みが期
待される」と、期待を語っている。ただし、そ
の期待のなかみや内実については、何も語られ
ていない。ただ、学校行事や、クラブ活動や部
活動、自然体験活動、ボランティア活動などを、
幼稚園や保育所と合同で行うことが、例示され
ているだけである。
以上のことから、平成 20年告示の小学校学
習指導要領、及びその解説（総則編）をみる限
り、学校間の接続への新たな発想や取り組みへ
の期待は語られてはいるが、それ以上の内容は
ない。幼稚園や保育所、小学校が自らの手で実
現していくことを求めている。
次に、幼稚園と保育所の視点からみていく６）。
まず、幼稚園教育要領では、第 3章が「指導計
画及び教育課程に係る教育時間の終了後等に行
う教育活動などの留意事項」であり、その第 1
の「指導計画の作成に当たっての留意事項」の
中で、小学校との連携について、次の 2つが指
摘されている。
1つは、「幼稚園においては、幼稚園教育が、
小学校以降の生活や学習の基盤の育成につなが
ることに配慮し、幼児期にふさわしい生活を通
して、創造的な思考や主体的な生活態度などの
基礎を培うようにすること。」（下線の記入は筆
者）
もう 1つは、「幼稚園教育と小学校教育との
円滑な接続のため、幼児と児童の交流の機会を
設けたり、小学校の教師との意見交換や合同の
研究の機会を設けたりするなど、連携を図るよ
うにすること。」
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また、保育所保育指針では、第 3章の「保育
の内容」において、小学校との連携に関する次
の記述がみられる。
「保育所の保育が、小学校以降の生活や学習の
基盤の育成につながることに配慮し、幼児期に
ふさわしい生活を通して、創造的な思考や主体
的な生活態度などの基礎を培うようにするこ
と。」（下線の記入は筆者）
また、第 4章の「保育の計画及び評価」の中
で連携について次のように取り上げている。
1つは、「子どもの生活や発達の連続性を踏
まえ、保育の内容の工夫を図るとともに、就学
に向けて、保育所の子どもと小学校の児童との
交流、職員同士の交流、情報共有や相互理解な
ど小学校との積極的な連携を図るよう配慮する
こと。」
もう 1つは、「子どもに関する情報共有に関
して、保育所に入所している子どもの就学に際
し、市町村の支援の下に、子どもの育ちを支え
るための資料が保育所から小学校へ送付される
ようにすること。」
以上、「保育の内容」に関わっては、幼稚園
と保育所における連携についての記述は同じで
あることがわかる。ただし、「保育の計画及び
評価」では、保育所の持つ独自的な機能である
養護という機能を踏まえた連携を提案してい
る。
（2） 平成 29 年 3 月告示の学習指導要領等にみ
られる連携と交流
まず、幼稚園教育要領、幼保連携型認定こど
も園教育・保育要領、保育所保育指針をとりあ
げ、そこにみられる小学校との連携の捉え方か
らみてみる。3つの教育要領等に関して、内容
面での大きな特色は、共通して、幼児期の教育・
保育で育みたい資質・能力と、幼児期の終わり
までに育ってほしい姿を、新たに提示したこと
である。
幼稚園教育要領の第 1章総則、第 2、幼稚園
教育において育みたい資質・能力及び「幼児期
の終わりまでに育ってほしい姿」において、生
きる力の基礎を育むため、3つの資質・能力を
一体的に育むことをねらいとする、としてい
る７）。
なお、資質・能力とは、次の 3つである（p.6）。
（1） 豊かな体験を通じて、感じたり、気付いた
り、分かったり、できるようになったりす
る「知識及び技能の基礎」
（2） 気付いたことや、できるようになったこと
などを使い、考えたり、試したり、工夫し
たり、表現したりする「思考力、判断力、
表現力等の基礎」
（3） 心情、意欲、態度が育つ中で、よりよい生
活を営もうとする「学びに向かう力、人間
性等」
また、3つの資質・能力が育まれた幼児の幼
稚園修了時の具体的な姿として、同時に、教師
が指導を行う際に考慮するものとして、次の
10項目を示した（p.6～ 8）。すなわち、1.健康
な心と体、2.自立心、3.協同性、4.道徳性・規
範意識の芽生え、5.社会生活との関わり、6.思
考力の芽生え、7.自然との関わり・生命尊重、
8.数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚、
9.言葉による伝え合い、10.豊かな感性と表現
である。
そして、第 1章総則、第 3の「教育課程の役
割と編成等」に関わって、小学校教育との接続
に当たっての留意事項として、次の 2つが示さ
れている（p.9）。
1つは、「幼稚園においては、幼稚園教育が、
小学校以降の生活や学習の基盤の育成につなが
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ることに配慮して、幼児期にふさわしい生活を
通して、創造的な思考や主体的な生活態度など
の基礎を培うようにするものとする。」
もう 1つは、「幼稚園教育において育まれた
資質・能力を踏まえ、小学校教育が円滑に行わ
れるよう、小学校の教師との意見交換や合同の
研究の機会などを設け、「幼児期の終わりまで
に育ってほしい姿」を共有するなど連携を図り、
幼稚園教育と小学校教育との円滑な接続を図る
よう努めるものとする。」
また、第 1章総則、第 6の「幼稚園運営上の
留意事項」の中で、3つの事項が上げられてい
るが、その 1つが接続に関わる次のことである
（p.13）。
「3. 地域や幼稚園の実態等により、幼稚園間に
加え、保育所、幼保連携型認定こども園、小学
校、中学校、高等学校及び特別支援学校などと
の間の連携や交流を図るものとする。特に、幼
稚園教育と小学校教育の円滑な接続のため、幼
稚園の幼児と小学校の児童との交流の機会を積
極的に設けるようにするものとする。（以下、
略）」
以上、幼稚園教育要領に示されている小学校
教育との連携や交流に関する 3つの留意事項を
みてきたが、これらは、幼保連携型認定こども
園教育・保育要領の中でも、同じ 3つの留意事
項がまったく同じ文言で表記が同じである。た
だし、「幼稚園」が、「幼保連携型認定こども園」
に置き換えられ、「教育」が「教育・保育」に
置き換えられているだけである８）。
また、保育所保育指針では連携はどう記述さ
れているのか９）。3つの留意事項が示されてい
るが、幼稚園教育要領の「教育課程の役割と編
成等」の中で示されている 2つの留意事項とは
文言が同じである。ただし、幼稚園教育要領の
「幼稚園運営上の留意事項」に関わっての留意
事項に関しては、幼稚園と保育所の違いを反映
し、幼稚園教育要領にはない次のことが加えら
れ、保育所の留意事項は 3つになる。それは次
の事項である。
「ウ　子どもに関する情報共有に関して、保
育所に入所している子どもの就学に際し、市町
村の支援の下に、子どもの育ちを支えるための
資料が保育所から小学校に送付されるようにす
ること。（p.31）」
なお、これは平成 20年告示の保育所指針の
中でも、示されていることである。
次に、小学校学習指導要領の第 1章総則、第
2の「 教育課程の編成」をみると、「 学校段階
間の接続」に関して、円滑な接続の重要性につ
いて、次のように述べている 10）。
「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を踏
まえた指導を工夫することにより、幼稚園教育
要領等に基づく幼児期の教育を通して育まれた
資質・能力を踏まえて教育活動を実施し、児童
が主体的に自己を発揮しながら学びに向かうこ
とが可能となるようにすること。
また、低学年における教育全体において、例
えば、生活科において育成する自立し生活を豊
かにしていくための資質・能力が、他教科等の
学習においても生かされるようにするなど、教
科等間の関連を積極的に図り、幼児期の教育及
び中学年以降の教育との円滑な接続が図られる
よう工夫すること。特に、小学校入学当初にお
いては、幼児期において自発的な活動としての
遊びを通して育まれてきたことが、各教科等に
おける学習に円滑に接続されるよう、生活科を
中心に、合科的・関連的な指導や弾力的な時間
割の設定など、指導の工夫や指導計画の作成を
行うこと。（p.73）」（下線の記入は筆者）
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上記のことから、小学校低学年では、幼児期
の教育を通じて身に付けたことを生かしながら
教科等の学びにつなぎ、児童の資質・能力を伸
ばしていく時期であると捉えていることがわか
る。そして、幼児期の教育と小学校教育の具体
的な接続の例として挙げられているのは、低学
年における教育課程全体を見渡し、生活科と各
教科等の関連を図るとか、小学校入学当初、幼
児期の遊びを通じて総合的な指導を通して育ま
れてきたことが、各教科等における学習に円滑
に接続されるよう、合科的などの指導の工夫や
内容の取扱い、弾力的な時間割の設定などの指
導計画の作成などによる、スタートカリキュラ
ムの編成の工夫が求められているといったこと
である。
4．A校にみる幼・小の連携と交流の諸活動
A校は各学年 3学級の中規模校である。県教
育委員会の指定を受けて「共に学び支え合う園
児・児童」「共に学び支え合う教職員」「家庭・
地域に信頼される園・学校」という 3つの視点
から教育実践に取り組んでいる 11）。
なお、以下、園児と児童の交流活動を中心に
実践をみていく。交流活動は、主に教科等の授
業（生活科、総合的な学習の時間、学級活動）
と学校行事（特別活動）で実施されている。
教科等の授業においては、年間活動計画をみ
ると、6月「校区探検：2年生活」、7月「スズ
ムシとともに：3年総合」、「夏の遊び：1年生活」、
9月「楽しく遊ぼう：5年学級活動」、10月「秋
さがし：1年生活」、11月「交流活動：1年生活」、
12月「おもちゃのひろば：2年生活」、1月「む
かしの遊び：1年生活」、2月「新 1年生を迎え
る集会：1年」、3月「交流活動：1年生活」となっ
ている。
他方、学校行事における交流活動の実施は、
4月「入園式・入学式」、5月「運動会（4年未
就学児童との交流）、子ども防犯教室」、7月「3
年生学年発表」、9月「1年生学年発表」、10月「避
難訓練」、11月「新入児招集、ふれあいフェスタ、
2年生学年発表、焼き芋集会」、3月「卒園式、
卒業式」等である。
以上の実践事例の中から、1学年の生活科の
授業を中心とした園児（年長：5歳児）との交
流活動をみてみる。
交流活動は 5回実施されている。1回目が、
7月の「夏の遊び：1年生活」。2回目がどんぐ
り体操で交流する。10月「秋さがし：1年生活」。
3回目が 11月の「秋と遊ぼう」であり、4回目
がむかしの遊びをおじいさんやおばあさんに教
えてもらう。1月「むかしの遊び：1年生活」。
そして、最後の 5回目が 2月「新 1年生を迎え
る集会（おいでよ集会）」である。
この中から、2つの交流活動をみてみる。
1つは、7月 5日に実施した「なつのあそび」
である。この時間の目標は、「土や砂、水、草
花などを利用したり、身近にある物を使ったり
して、工夫して遊ぶことができる」である。
まず、授業時間が始まると、教師は活動への
導入として、先週遊んだことを思い出させ、工
夫していた遊び方を紹介し合い、もっと遊びを
楽しくする方向で意欲づけをおこなう。子ども
に遊び方を発表させ、うまく工夫していること
をほめ、遊びが自然に広がるような指導を行う。
そして、「水や花や土を使って遊ぼう。」と指
示し、教師は、笹舟、水鉄砲、瓶の風鈴、泥団
子、花の色水、押し花、砂山での遊びなどを予
想しておく。児童と園児がこうした遊びに取り
組むなかで、「もつと工夫して楽しくする」よ
うに楽しく遊んでいる子どもをほめる。水や花
や土をうまく利用すれば楽しく遊べることに気
付かせていく。
最後に、本時の振り返りとして、楽しかった
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ことや困っていることなどを発表する情報交換
の場を持つことによって、満足感や達成感を味
わうことができるよう方向付けている。この活
動を通して、次の交流活動への意欲づけも行っ
ている。
2つは、11月 8日に小学校屋内運動場で実施
した交流活動（テーマ：「あきとあそぼう」）を
みてみる。この交流活動のねらいは、保育所の
年長（2クラス）が「1年生に親しみを持って
関わり、作り方や遊び方を教えてもらいながら
一緒に活動する楽しさを味わう。」である。他方、
小学校 1年（3学級）に期待していることは、
「1.落ち葉や木の実を使って遊べるおもちゃや
ゲームを作り、みんなで楽しく遊ぶことができ
る。2.園児のことを考え、思いやりの心をもっ
て交流することができる。」といったことであ
る。
なお、評価の観点をみると、園児においては、
環境、人間関係、言葉の 3つを設けている。す
なわち、環境に関しては、「身近な自然への関
心が高まり、さまざまなものの面白さや、不思
議さ、美しさなどに感動する。」である。人間
関係では、「人に迷惑をかけないように人の立
場を考えて行動しようとする。」である。言葉
では、「自分の思いを相手に分かるように話を
したり、相手の話を注意して聞いたりする。」
である。言うまでもなく、保育所指針の保育の
内容による。
児童においては、関心・意欲・態度、思考・
表現、気付きの 3つを設けている。関心・意欲・
態度に関しては、「落ち葉や木の実の色や形に
興味を持ち、おもちゃやゲームを作ろうとして
いる。」である。思考・表現では、「園児のこと
を考えながら計画を立て、落ち葉や木の実の特
徴を生かしながら、園児と楽しめる遊びやゲー
ムを作ることができる。」である。気付きでは、
落ち葉や木の実にはさまざまな形があること
や、それらをおもちゃ作りに利用できることに
気付いている。
なお、園児と児童の評価の観点が同じではな
く、異なるものにする意義は、園児と児童のそ
れぞれの活動の姿を、それぞれの指導者がより
深く捉えることができるようにするためであ
る。
授業の流れをみると、まず「どんぐり体操」
をする（5分）。一緒に歌い踊ることで気持ち
をほぐす。
次いで、活動のめあてと流れを確認させてか
ら、遊びコーナーに分かれて園児と児童が一緒
に工夫して遊ぶ（25分）。グループ毎に工夫し
ながら遊ぶ。遊びの活動は、「木の実の的当て」
「どんぐりゴマ」「どんぐり迷路」「木の実の人形」
「アクセサリー」である。保育士、教師も、グルー
プに入り一緒に活動し、子どもが気付いたこと、
見つけたことをまわりの子どもに伝えていくよ
うに援助する。指導者は皆、園児と児童との交
流が深まるよう、協力する姿を認めるように方
向付けていた。
最後に、活動の振り返りを行う（10分）。園
児が発表しにくい場合は、1年生が園児にイン
タビューし園児の思いがみんなに伝わるように
工夫していた。楽しかったことや共に活動した
園児や児童のよさを発表できるように、場を工
夫していた。
そして、片付けを行い（5分）、終了した。
なお、交流活動は 5回実施されたが、生活科
の授業や道徳の授業時間にも、交流活動を深め
るために、活動の内容を提案したり、活動のし
方を考えたり、かかわりを深めるための人間関
係の大切さや活動のルールを学ばせていた。幼
児の方は児童との活動で楽しかった活動や遊び
を園のなかでの活動に取り入れることも多く
なっていった。それを指導者は積極的に支援・
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援助していた。
こうした交流活動を通して、A校では児童に
「気付く心」と「伝え合う力」を育てることを
目指した。活動は、「問題解決学習」のパター
を採用し、「①つかむ」→「②見通す」→「③
一人で考える」→「④小集団で伝え合う」→「⑤
振り返る」という活動の過程を基本としていた。
また、普段の授業の場面で、「聞き方」「発表の
し方」「話し合いの進め方」などを、学年に応
じて、教師は工夫して、輪番制による司会やカー
ドを用いた発表に取り組み、幼・小の交流活動
にも生かせるような指導の工夫を進めていた。
なお、ここで取り上げた交流活動は 1年部の
生活科の授業であるが、各学年部においても交
流活動を企画し実践していた。また、合同の研
修会を年 3回開催。指導主事を交えた職員研修
を 9月に持っていた。また、互いの教育方針を
共有し、年間交流計画等を作成し、1年間の見
通しを持って指導内容や指導方法を工夫してい
た。交流活動や職員研修を協働で行うことで課
題に取り組む意識も高まったとされる。
こうした成果がもたらされる背景には、幼小
の物理的な距離の近さもあると評価されてい
る。なお、A校の交流活動の課題として、研修
時間の確保をはじめ、交流計画の普段の見直し
や活動のねらいのいっそうの明確化を図ること
とか、子どもをみる目をもっと養う等の課題も
あげられている。
5．おわりに
1989（平成元）年の小学校学習指導要領改訂
により、理科と社会科に変わり、1学年と 2学
年に生活科が教科として創設された頃から、幼・
小の連携と交流といった問題が大きく注目され
た。その背景には幼児期の教育と小学校教育の
接続を考える必要性が強くなったことがある。
幼稚園や保育所での教育や生活を経験せずに小
学校に入学する子どもはきわめて少なくなった
という現状理解に基づき、しだいに幼・小の連
携を深め、交流活動を盛んにする方向で今日に
至っている。
本稿では、幼・小の連携と交流の中心的問題
とも言える教育のなかみ（内容）、すなわち、
教育課程編成のあり方を中心にとりあげること
にした。すなわち、子どもは幼児期の教育で何
を学ぶか、それが小学校教育で学ぶこととの間
でどのような関連があるかについて考えようと
試みた。
また、平成 29年 3月に告示された新しい学
習指導要領では、それぞれの学校段階でどのよ
うな資質・能力を、どの水準まで育てるのかと
いう問題設定がなされている。幼児期の教育で
は、小学校入学までに育てておくべき資質・能
力はどのようなものかが論議されている。
そこで、本稿では、まず幼・小連携の動きを
概観するために、これまでのわが国における研
究成果の概観をもとに、幼・小連携に関する課
題や必要性に関して検討を進めた。次いで、今
回の学習指導要領の改訂という時期に際して、
各学校における教育課程の編成に際して、国の
基準である幼稚園教育要領、小学校学習指導要
領、そして、保育所保育指針を取り上げ、幼・
小連携における取り組むべき課題を理解しよう
とした。その後、各校園レベルでの幼・小連携
の今日的な実態を把握するために、今治市日高
小学校と日高保育所の連携・交流の活動事例（A
校）の現状をみた。
なお、今回は、学習指導要領や教育要領、保
育指針について、平成 29年度告示と平成 20年
度告示との 2つを取り上げたに過ぎない。もう
少し時系列的に調査し、各時代の幼・小連携の
実態や課題を精緻に検討していく必要がある。
もちろん、連携の事例も、もう少し各時代の事
幼児期の教育と小学校教育の連携・交流 13
例をみていかなければとうてい今日の連携事例
の意味づけも不可能であると思われる。いずれ
も、今後に残された課題であろう。
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Abstract
A Study of the Transition Between Infant Education and 
Elementary School Education: 
Focusing on the design of the curriculum
Osao MINAMIMOTO
The Revised fundamental Law of Education enacted in 2006 and the revision of 1989 to the Courses of 
Study caused interest in the curriculum design and implementation related to connection between kindergartens 
and nurseries and elementary schools. The purpose of this paper is to clarify the problems on the transition 
between infant education and elementary school education, including the issues of the design of the curriculum. 
Recently, it has been required to examine the question of how to achieve a smooth transition between infant 
education and elementary school education, with regard to the design of the curriculum. 
This paper has three goals. The first is to overview of major research results on the transition between infant 
education and elementary school education.
The second goal is to give consideration to the questions of transition that must be addressed what is written 
in the Course of Study for kindergarten and elementary school , and the Care Guidelines for Nurseries
Third, this paper is to introduce educational joint practice at Hidaka Elementary School and Hidaka nursery 
school in Imabari City, Ehime Prefecture.
Keywords:  the design of the curriculum, transition between infant education and elementary school education, 
the Course of Study for kindergarten and elementary school
